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以下の資料は、①及び②の調査結果等を基に作成している。

① 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
「地方人口ビジョン及び地方版総合戦略の策定状況」 （平成28年４月19日）

・ 調査対象 ： 全地方公共団体（1,788団体 ： 47都道府県、1,741市区町村）
・ 調査時点 ： 平成28年３月31日
・ 回答数 ： 1,788団体（47都道府県、1,741市区町村）

② 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局
「地方版総合戦略等の進捗状況等に関する調査結果」（平成31年３月27日）

・ 調査対象 ： 全地方公共団体（1,788団体 ： 47都道府県、1,741市区町村）
・ 調査時点 ： 平成30年９月１日
・ 回答数 ： 1,785団体（47都道府県、1,738市区町村）

※北海道胆振東部地震による北海道内の被災地３団体を除く。



平成26年12月27日 「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の
策定について（通知）」（平成26年12月27日付閣副第979号）

※「遅くとも平成27年度中には、地方人口ビジョン及び地方版総合戦略を策定していただきたい」と明記

平成28年３月31日時点（平成27年度中に策定）

（都道府県） 策定済 ： 47／47団体 未策定 ： ０／47団体
（市区町村） 策定済 ： 1,737／1,741団体 未策定 ： ４／1,741団体

（※未策定団体：茨城県常総市、宮城県女川町、東京都足立区、東京都中央区）

平成29年３月31日時点（平成28年度中に策定）

（都道府県） 策定済 ： 47／47団体 未策定 ： ０／47団体
（市区町村） 策定済 ： 1,740／1,741団体 未策定 ： １／1,741団体

（※未策定団体：東京都中央区）

〇 平成31年３月現在で、全ての都道府県及び1,740市区町村が地方版総合戦略を策定済。

〇 未策定の１団体（東京都中央区）においては、平成31年度中に策定予定。

地方版総合戦略の策定状況

＜策定の経過＞
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○ 地方版総合戦略の効果検証に当たって、何らかの方法で住民からの意見聴取を実施している地方公共団体
は、全体で70.4％となっており、都道府県で48.9％、市区町村で71.0％となっている。

○ 策定時に当たっては、全体で99.7％となっており、都道府県で97.9％、市区町村で99.7％となっている。

地方版総合戦略の策定・効果検証における住民からの意見聴取の状況
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効果検証時（H30.9.1時点）（複数回答可）策定時（H28.3.31時点）（複数回答可）

全体
（1,788）

都道府県
（47）

市区町村
（1,741）

①総合戦略推進組織に住民代
表が参画

1,453
（81.3％）

26
（55.3％）

1,427
（82.0％）

②パブリックコメントを実施 1,283
（71.8％）

44
（93.6％）

1,239
（71.2％）

③アンケート調査を実施 1,328
（74.3％）

21
（44.7%）

1,307
（75.1％）

④自治会等へヒアリングを実施 330
（18.5％）

1
（2.1％）

329
（18.9％）

⑤住民参加型のワーキンググ
ループ等を設置・開催

399
（22.3％）

6
（12.8％）

393
（22.6％）

⑥その他 358
（20.0％）

12
（25.5％）

346
（29.9％）

①～⑥計（重複除く） 1,782
（99.7％）

46
（97.9％）

1,736
（99.7％）

⑦意見聴取未実施 6
（0.3％）

1
（2.1％）

5
（0.3％）

全体
（1,785）

都道府県
（47）

市区町村
（1,738）

①検証機関に住民代表が参画 1,081
（60.6％）

11
（23.4％）

1,070
（61.6％）

②パブリックコメントを実施 84
（4.7％）

3
（6.4％）

81
（4.7％）

③アンケート調査を実施 154
（8.6％）

3
（6.4％）

151
（8.7％）

④自治会等へヒアリングを実施 30
（1.7％）

0
（0.0％）

30
（1.7％）

⑤住民参加型のワーキンググ
ループ等を設置・開催

29
（1.6％）

0
（0.0％）

29
（1.7％）

⑥その他 119
（6.7％）

7
（14.9％）

112
（6.4％）

①～⑥計（重複除く） 1,257
（70.4％）

23
（48.9％）

1,234
（71.0％）

⑦意見聴取未実施 440
（24.6％）

24
（51.1％）

416
（23.9％）

⑧無回答 88
（4.9％）

0
（0.0％）

88
（5.1％）

（備考）１．「無回答」は、いずれの項目にも回答がなかった団体数。
２．端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。



○ 地方版総合戦略の効果検証に当たって、若者から積極的に意見聴取を実施している地方公共団体は、全体
で16.7％となっており、都道府県で19.1％、市区町村で16.7％となっている。

○ 策定時に当たっては、全体で83.1％となっており、都道府県で76.6％、市区町村で83.2％となっている。

地方版総合戦略の策定・効果検証における若者からの意見聴取の状況
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効果検証時（H30.9.1時点）（複数回答可）

全体
（1,785）

都道府県
（47）

市区町村
（1,738）

①中学生以下 27
（1.5％）

0
（0.0％）

27
（1.6％）

②高校生 56
（3.1％）

3
（6.4％）

53
（3.0％）

③大学生 89
（5.0％）

8
（17.0％）

81
（4.7％）

④社会人 228
（12.8％）

5
（10.6％）

223
（12.8％）

①～④計（重複除く） 298
（16.7％）

9
（19.1％）

289
（16.7％）

意見聴取未実施 1,377
（77.1％）

38
（80.9％）

1,339
（77.0％）

無回答 110
（6.2％）

0
（0.0％）

110
（6.3％）

全体
（1,788）

都道府県
（47）

市区町村
（1,741）

①中学生以下 341
（19.1％）

1
（2.1％）

340
（19.5％）

②高校生 783
（43.8％）

13
（27.7％）

770
（44.2％）

③大学生 751
（42.0％）

31
（66.0％）

720
（41.4％）

④社会人 1,111
（62.1％）

27
（57.4％）

1,084
（62.3％）

①～④計（重複除く） 1,485
（83.1％）

36
（76.6％）

1,449
（83.2％）

⑤意見聴取未実施 303
（16.9％）

11
（23.4％）

292
（16.8％）

策定時（H28.3.31時点）（複数回答可）

（備考）１．「無回答」は、いずれの項目にも回答がなかった団体数。
２．端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。



○ 地方版総合戦略の効果検証に当たって、議会が関与している地方公共団体は、全体で82.1％となっており、
都道府県で93.6％、市区町村で81.8％となっている。

○ 策定時に当たっては、全体で99.7％となっており、都道府県で100.0％、市区町村で99.7％となっている。

地方版総合戦略の策定・効果検証における議会の関与の状況
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効果検証時（H30.9.1時点）（複数回答可）策定時（H28.3.31時点）（複数回答可）

全体
（1,785）

都道府県
（47）

市区町村
（1,738）

①議会にて審議及び議決 26
（1,5％）

0
（0.0％）

26
（1.5％）

②議会にて審議のみ 313
（17.5％）

29
（61.7％）

284
（16.3％）

③議員との意見交換を実施 726
（40.7％）

8
（17.0％）

718
（41.3％）

④議員が検証機関に参画 335
（18.8％）

3
（6.4％）

332
（19.1％）

⑤その他 245
（13.7％）

8
（17.0％）

237
（13.6％）

①～⑤計（重複除く） 1,466
（82.1％）

44
（93.6％）

1,422
（81.8％）

⑥議会の関わりなし 254
（14.2％）

3
（6.4％）

251
（14.4％）

無回答 65
（3.6％）

0
（0.0％）

65
（3.7％）

全体
（1,788）

都道府県
（47）

市区町村
（1,741）

①議会にて審議及び議決 53
（3.0％）

6
（12.8％）

47
（2.7％）

②議会にて審議のみ 537
（30.0％）

36
（76.6％）

501
（28.8％）

③議員との意見交換を実施 1,282
（71.7％）

16
（34.0％）

1,266
（72.7％）

④議員が推進組織に参画 424
（23.7％）

3
（6.4％）

421
（24.2％）

⑤その他 101
（5.6％）

0
（0.0％）

101
（5.8％）

①～⑤計（重複除く） 1,783
（99.7％）

47
（100.0％）

1,736
（99.7％）

⑥議会の関わりなし 5
（0.3％）

0
（0.0％）

5
（0.3％）

（備考）１．「無回答」は、いずれの項目にも回答がなかった団体数。
２．端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。



地方版総合戦略の策定に係る外部委託の状況

〇 過去、「地方版総合戦略の策定を民間コンサルティング会社等へ全面的に委託しているのではないか」との

指摘があった。

（民間調査において、人口ビジョンや地方版総合戦略の策定に当たってシンクタンクやコンサルタント会社などの外部機関・
組織に策定業務を委託したかどうかを地方公共団体に聞いたところ、）

◆ 回答のあった７７０団体のうち、４８団体（6.2%）が「すべて委託した」、６００団体（77.9%）が「一部委託した」と

回答し、回答団体の８割以上が何らかの形で外部委託している。

（※ 一部委託した主な内容 ： 策定に際しての事前調査やデータの収集・調査・分析、将来人口の推計等）

◆ 策定業務の委託にあたっては、全国規模で活動する大手法人が目立ち、受託上位１０法人はいずれも全国

系である。

＜過去の指摘内容＞

〇 上記の指摘を受け、内閣府では「すべて委託した」と回答した４８団体に対して、委託状況についての聞き取り

調査を実施したところ（平成28年３月）、人口ビジョンの基礎データ分析やアンケート調査・集計の業務を委託した

団体が多かったものの、地方版総合戦略の策定自体をすべて委託した団体はなかった。

※ 当該民間調査については、WEB上でのアンケート調査であり、回答者が設問の趣旨を十分に理解できていなかったこと等が考えられる。
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○ 地方版総合戦略の策定によって効果があった内容をみると、「地域の将来像について考えるきっかけになっ
た」が78.1％と最も高く、次いで「人口減少問題に対する庁内外の意識が高まった」が66.3％となっている。

地方版総合戦略の策定がもたらした効果
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地方版総合戦略の策定がもたらした効果（複数回答可） 地方版総合戦略の策定がもたらした効果（自由回答）

◆人口減少問題に対する認識が、地方公共団体の職員、地域
住民ともに高まった。

◆KPIを設定し、PDCAサイクルによって進捗管理することで、
より一層、事業の定量的な評価・検証を意識するようになった。

◆総合戦略の検討組織、検証組織に産官学金労言のメンバー
が参加することで連携が深まった。

◆複数の地方公共団体による連携事業の推進が図られた。

◆観光入込客数の増加につながった。

◆重点的な施策として農林水産業の振興を取り組んだ結果、
一戸当たり農業生産額や農林水産業就業人口が増加した。





国の支援策について、各地方公共団体からの自由回答のうち主なものは以下のとおりとなっている。

（情報支援）
◆ データが「見える化」され、現状・課題の把握、目標の設定等で地方版総合戦略の策定に役立っ

た。（地域経済分析システム（RESAS））

（人材支援）
◆ 職員の知識習得に役立った。（地方創生カレッジ）
◆ 国や他の地方公共団体の情報提供だけではなく、外からの視点で意見を得られたことが役立っ

た。（地方創生コンシェルジュ）
◆ 幅広い知識からの助言や専門的な助言は、地方版総合戦略の策定だけではなく、若手職員の

育成にも役立った。（地方創生人材支援制度）

（財政支援）
◆ 他の地方公共団体との連携による事業展開が可能になった。（地方創生推進交付金）
◆ 地方創生推進交付金の手続き等が煩雑であるため、簡素化を求めたい。（地方創生推進交付

金）
◆ 観光施設の整備により観光入込客数の増加につながった。（地方創生拠点整備交付金）
◆ 企業との連携が進んだ。（地方創生応援税制（企業版ふるさと納税））
◆ 企業誘致活動の力強い支援策となっている。（地方拠点強化税制）

「地方創生版・三本の矢」の評価（自由回答）
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〇 地方版総合戦略等の進捗状況等に関する調査結果とともに、各地方公共団体からの意

見・要望に対しては「地方版総合戦略等の進捗状況等に関するQ&A」（別冊）を作成し、地

方公共団体へフィードバックを行う。

〇 各地方公共団体による次期地方版総合戦略の策定に向けた支援として、人口動向分析・

将来人口推計のための基礎データ及びワークシートを提供する。また、今後、KPI設定の際

等に参考となるよう、統計指標の一覧を作成し、提供する予定。

地方公共団体からの意見・要望等に対する対応
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